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令和２年度市町普通会計当初予算の概要 

 

 

 

 

 

１ 予算規模（５頁参照） 

 

 

 

 

 
    

  

 

 

（１）全体的な特徴 

17市町計の予算規模は前年度に比べ増加となり、過去 10年で最大の規模となりま

した。 

歳入は、税制改正により地方税は減少しましたが、幼児教育・保育無償化や庁舎建

設等の実施に係る国庫支出金や地方債が増加しました。 

歳出は、幼児教育・保育無償化等による扶助費、交通体系の整備に向けたまちづく

り事業の実施により普通建設事業費が増加しました。 

 

 

（２）各市町別の特徴 

骨格予算編成の 1町を除いた 16市町のうち、5市 3町が増額、4市 4町が減額とな

りました。 

5市 3町における増は、庁舎建設や高速交通体系の整備に向けたまちづくり事業の

実施等によるものです。 

4市 4町における減は、庁舎や給食センター等大型施設の整備事業終了によるもの

です。 

 

 

 

 

 

 

 

◎17 市町の予算規模  

  3,854 億 3,974 万 1 千円 （対前年度比＋3.2％） 
 

骨格予算編成団体 1 市町を除いた 16 市町の予算規模 

3,763 億 6,296 万 9 千円 （対前年度比＋3.7％） 

（注）以下については、町長選挙のため骨格予算を編成した高浜町を除いた 16 市町の比較をしたもの

です。なお、令和元年度当初予算において骨格予算を編成した敦賀市、美浜町については、令和

元年度の肉付け後の予算額を用いています。 

（注）普通会計とは、一般会計および特別会計のうち公営事業会計（公営企業、国保、介護保険など）

以外の会計を合算したもので、統一的に財政比較するために統計上用いる会計区分 
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２ 歳入（６頁 別表２参照） 

 

（１）地方税 

税制改正による法人市町民税の減少により、前年度に比べ 14億 8,803万 8千円、

1.2％の減となりました。 

歳入総額に占める割合は 32.0％で、前年度に比べ 1.5ポイント減となりました。 

 

［単位：千円、％］ 

 
 

（２）地方交付税 

地方交付税は 656億 4,200万円で、前年度に比べ 10億 7,760万円、1.7％の増とな

りました。 

これは、国の地方財政計画などを基に交付額の増加を見込んだものです。 

歳入総額に占める割合は 17.4％で、前年度に比べ 0.4ポイント減となりました。 

 

［単位：千円、％］ 

 

 

（３）国庫支出金 

幼児教育・保育の無償化などにより前年度に比べ 36億 5,853万 5千円、7.7％の増

となりました。 

歳入総額に占める割合は 13.7％で、前年度に比べ 0.5ポイントの増となりました。 

 

［単位：千円、％］ 

 

 

  

増減額 伸び率 R01 H30 H29

120,265,562 121,753,600 △ 1,488,038 △ 1.2 0.9 0.8 △ 0.2

 うち個人市町民税 40,623,575 40,366,372 257,203 0.6 1.3 1.5 2.4

 うち法人市町民税 9,179,889 11,545,640 △ 2,365,751 △ 20.5 1.0 8.5 △ 13.9

 うち固定資産税 57,053,427 56,441,215 612,212 1.1 0.4 △ 0.9 1.0

過去の伸び率
令和２年度 令和元年度

対前年度比

 地方税

増減額 伸び率 R01 H30 H29

65,642,000 64,564,400 1,077,600 1.7 1.4 △ 1.2 △ 2.9

令和元年度
対前年度比

 地方交付税

令和２年度
過去の伸び率

増減額 伸び率 R01 H30 H29

51,412,058 47,753,523 3,658,535 7.7 10.3 △ 3.9 1.6

対前年度比

 国庫支出金

令和２年度 令和元年度
過去の伸び率
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（４）県支出金 

介護施設整備を目的とした補助金の減少等により、前年度に比べ 1億 8,448万 1千

円、0.5％の減となりました。 

歳入総額に占める割合は 9.1％で、前年度に比べ 0.3ポイントの減となりました。 

 

［単位：千円、％］ 

 

 

（５）繰入金 

ガス事業売却による繰入れや庁舎建設による基金の取崩しにより、前年度に比べ 54

億 9,980万 7千円、46.9％の増となりました。 

歳入総額に占める割合は 4.6％で、前年度に比べ 1.4ポイントの増となりました。 

 

［単位：千円、％］ 

 

 

（６）地方債 

庁舎建設や防災行政無線の更新事業等により、前年度に比べ 21億 1,195万 7千

円、5.6％の増となりました。 

歳入総額に占める割合は 10.6％で、前年度に比べ 0.1ポイントの増となりました。 

 

［単位：千円、％］ 

 
 ※臨時財政対策債 ： 地方の財源不足を補うため、一定の範囲で特例として認められる地方債で、 

後年度にその元利償還金の全額が交付税措置される。 

 

 

増減額 伸び率 R01 H30 H29

34,131,898 34,316,379 △ 184,481 △ 0.5 △ 0.1 12.0 △ 0.6 県支出金

令和２年度 令和元年度
対前年度比 過去の伸び率

増減額 伸び率 R01 H30 H29

17,221,871 11,722,064 5,499,807 46.9 △ 14.5 26.9 △ 15.3

財政調整基金から 5,415,525 4,793,940 621,585 13.0 △ 19.8 △ 7.7 △ 4.3

減債基金から 795,889 759,017 36,872 4.9 0.8 △ 5.7 32.8

その他特定目的基金から 6,848,616 6,138,324 710,292 11.6 △ 11.7 99.3 △ 34.9

他会計から 4,161,841 30,783 4,131,058 13419.9 △ 1.2 △ 29.0 52.1

過去の伸び率
令和２年度 令和元年度

対前年度比

 繰入金

増減額 伸び率 R01 H30 H29

40,079,700 37,967,743 2,111,957 5.6 10.9 △ 4.9 △ 7.2

臨時財政対策債 10,656,500 10,417,468 239,032 2.3 △ 15.6 △ 1.6 3.6

臨時財政対策債除く 29,423,200 27,550,275 1,872,925 6.8 25.9 △ 6.6 △ 12.1

過去の伸び率
令和２年度 令和元年度

対前年度比

 地方債
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３ 歳出（７頁 別表３参照） 

 

（１）義務的経費（人件費、扶助費、公債費） 

前年度に比べ 91億 5,475万 7千円、5.6％の増となりました。 

人件費は会計年度任用職員制度の開始により増となり、扶助費は幼児教育・保育無

償化により増となりました。 

歳出全体に占める割合は 45.9％で、前年度に比べ 0.9 ポイントの増となりました。 

 

［単位：千円、％］ 

 
 

（２）投資的経費（普通建設事業費、災害復旧事業費） 

前年度に比べ 63億 1,851万 5千円、13.2％の増となりました。 

普通建設事業費は、庁舎建設や高速交通体系の整備に向けたまちづくり事業の実施

等により増となりました。 

歳出全体に占める割合は 14.4％で、前年度に比べ 1.2 ポイントの増となりました。 

 

［単位：千円、％］ 

 

増減額 伸び率 R01 H30 H29

172,575,792 163,421,035 9,154,757 5.6 △ 9.1 1.1 0.8

人件費 63,254,904 55,367,705 7,887,199 14.2 △ 31.4 1.1 △ 0.1

扶助費 72,063,510 70,639,714 1,423,796 2.0 3.8 1.0 3.0

公債費 37,257,378 37,413,616 △ 156,238 △ 0.4 0.9 1.4 △ 1.8

過去の伸び率
令和２年度 令和元年度

対前年度比

 義務的経費

増減額 伸び率 R01 H30 H29

54,339,517 48,021,002 6,318,515 13.2 13.8 △ 7.1 △ 15.0

普通建設事業費 54,251,279 47,913,802 6,337,477 13.2 14.0 △ 7.4 △ 15.0

災害復旧事業費 88,238 107,200 △ 18,962 △ 17.7 △ 35.6 423.3 6.5

過去の伸び率

 投資的経費

令和２年度 令和元年度
対前年度比
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別表１ 市町別当初予算額 

 
 

 

 

別図１ 当初予算規模の推移 

 

（単位：千円、％）

対　前　年　度　比　

増減額(Ａ)-(Ｂ)=(Ｃ) 伸び率(Ｃ)/(Ｂ)

福 井 市 111,848,965 102,911,478 8,937,487 8.7

敦 賀 市 35,935,224 （肉付け後） 31,553,749 4,381,475 13.9

小 浜 市 15,738,000 15,156,469 581,531 3.8

大 野 市 17,769,000 18,229,000 △ 460,000 △ 2.5

勝 山 市 11,755,711 11,937,743 △ 182,032 △ 1.5

鯖 江 市 26,812,853 26,057,553 755,300 2.9

あわら市 15,375,103 14,665,103 710,000 4.8

越 前 市 35,121,000 36,614,000 △ 1,493,000 △ 4.1

坂 井 市 42,529,874 44,060,166 △ 1,530,292 △ 3.5

市    計 312,885,730 301,185,261 11,700,469 3.9

市計（骨格予算編成団体除く） 312,885,730 301,185,261 11,700,469 3.9

永平寺町 8,340,232 8,465,260 △ 125,028 △ 1.5

池 田 町 3,247,100 2,930,600 316,500 10.8

南越前町 9,067,096 8,330,186 736,910 8.8

越 前 町 12,982,453 13,363,110 △ 380,657 △ 2.8

美 浜 町 9,072,727 （肉付け後） 9,162,163 △ 89,436 △ 1.0

高 浜 町 （骨格） 9,076,772 10,529,780 △ 1,453,008 △ 13.8

おおい町 9,979,000 10,122,000 △ 143,000 △ 1.4

若 狭 町 10,788,631 9,478,155 1,310,476 13.8

町 　 計 72,554,011 72,381,254 172,757 0.2

町計（骨格予算編成団体除く） 63,477,239 61,851,474 1,625,765 2.6

市 町 計 11,873,226 3.2

市町計（骨格予算編成団体除く） 13,326,234 3.7376,362,969 363,036,735

市町名
令和２年度当初予算

 (A)
令和元年度当初予算

 (B)

385,439,741 373,566,515

（１７市町計） 

は、骨格予算編成団体 （骨格） 
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別図２ 令和２年度歳入構成【令和２年度骨格予算編成１団体を除く】 

 
別表２ 歳入内訳【令和２年度骨格予算編成１団体を除く】 

 

増減額(C) 伸 び 率

（C）＝(A)-(B) (C)/(B)

120,265,562 32.0 121,753,600 33.5 △ 1,488,038 △ 1.2

  うち個人市町民税 40,623,575 10.8 40,366,372 11.1 257,203 0.6

  うち法人市町民税 9,179,889 2.4 11,545,640 3.2 △ 2,365,751 △ 20.5

65,642,000 17.4 64,564,400 17.8 1,077,600 1.7

3,458,545 0.9 3,064,701 0.8 393,844 12.9

19,469,672 5.2 17,643,071 4.9 1,826,601 10.4

　利子割交付金 102,798 0.03 214,453 0.1 △ 111,655 △ 52.1

　配当割交付金 446,618 0.1 479,113 0.1 △ 32,495 △ 6.8

　株式等譲渡所得割交付金 242,600 0.1 355,848 0.1 △ 113,248 △ 31.8

　法人事業税交付金 939,200 0.3 0 0.00 939,200 皆増

　地方消費税交付金 16,636,690 4.4 14,858,554 4.1 1,778,136 12.0

　ゴルフ場利用税交付金 143,000 0.04 136,700 0.04 6,300 4.6

　環境性能割交付金
（自動車取得税交付金）

330,090 0.1 600,754 0.2 △ 270,664 △ 45.1

　地方特例交付金 539,000 0.1 901,367 0.2 △ 362,367 △ 40.2

　交通安全対策特別交付金 89,676 0.02 96,282 0.03 △ 6,606 △ 6.9

208,835,779 55.5 207,025,772 57.0 1,810,007 0.9

51,412,058 13.7 47,753,523 13.2 3,658,535 7.7

34,131,898 9.1 34,316,379 9.4 △ 184,481 △ 0.5

17,221,871 4.6 11,722,064 3.2 5,499,807 46.9

  うち財調基金繰入金 5,415,525 1.4 4,793,940 1.3 621,585 13.0

40,079,700 10.6 37,967,743 10.5 2,111,957 5.6

24,681,663 6.5 24,251,254 6.7 430,409 1.8

　分担金・負担金 2,111,251 0.6 2,977,101 0.8 △ 865,850 △ 29.1

　使用料・手数料 4,689,607 1.2 5,480,291 1.5 △ 790,684 △ 14.4

　財産収入 2,079,920 0.6 1,184,864 0.4 895,056 75.5

　寄付金 3,123,375 0.8 2,211,939 0.6 911,436 41.2

　繰越金 876,637 0.2 1,447,097 0.4 △ 570,460 △ 39.4

　諸収入 11,800,873 3.1 10,949,962 3.0 850,911 7.8

167,527,190 44.5 156,010,963 43.0 11,516,227 7.4

376,362,969 100.0 363,036,735 100.0 13,326,234 3.7

構成比  予算額(B) 構成比

特定財源小計

その他の一般財源

地方税

地方交付税

地方譲与税

区分
 予算額(A)

計

一般財源小計

国庫支出金

県支出金

繰入金

地方債

その他特定財源

令和２年度 令和元年度 対 前 年 度 比
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別図３ 令和２年度歳出構成（性質別）【令和２年度骨格予算編成１団体を除く】 

 

別表３ 歳出内訳（性質別）【令和２年度骨格予算編成１団体を除く】 

 

 

増減額(C) 伸 び 率

（C）＝(A)-(B) (C)/(B)

172,575,792 45.9 163,421,035 45.0 9,154,757 5.6

63,254,904 16.8 55,367,705 15.2 7,887,199 14.2

72,063,510 19.2 70,639,714 19.5 1,423,796 2.0

37,257,378 9.9 37,413,616 10.3 △ 156,238 △ 0.4

54,339,517 14.4 48,021,002 13.2 6,318,515 13.2

54,251,279 14.4 47,913,802 13.2 6,337,477 13.2

うち補助事業費 21,029,676 5.6 19,354,849 5.3 1,674,827 8.7

うち国直轄事業負担金 95,772 0.03 132,793 0.10 △ 37,021 △ 27.9

うち単独事業費 33,125,831 8.8 28,426,160 7.8 4,699,671 16.5

88,238 0.02 107,200 0.03 △ 18,962 △ 17.7

149,447,660 39.7 151,594,698 41.8 △ 2,147,038 △ 1.4

49,898,794 13.2 55,213,054 15.2 △ 5,314,260 △ 9.6

4,097,809 1.1 4,076,450 1.1 21,359 0.5

53,365,735 14.2 53,243,834 14.7 121,901 0.2

6,510,821 1.7 1,203,895 0.3 5,306,926 440.8

231,476 0.1 329,775 0.1 △ 98,299 △ 29.8

4,158,228 1.1 4,338,901 1.2 △ 180,673 △ 4.2

30,905,497 8.2 32,908,989 9.1 △ 2,003,492 △ 6.1

279,300 0.1 279,800 0.1 △ 500 △ 0.2

376,362,969 100.0 363,036,735 100.0 13,326,234 3.7

区分
 予算額(A) 構成比  予算額(B) 構成比

積立金

出資金

貸付金

繰出金

予備費

計

補助費等

義務的経費

人件費

扶助費

投資的経費

普通建設事業費

災害復旧事業費

その他の行政経費

物件費

維持補修費

 （単位：千円，％）

令和２年度 令和元年度 対 前 年 度 比

公債費
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別図４ 令和２年度歳出構成（目的別）【令和２年度骨格予算編成１団体を除く】 

 

別表４ 歳出内訳（目的別）【令和２年度骨格予算編成１団体を除く】 

 

増減額(C) 伸 び 率

（C）＝(A)-(B) (C)/(B)

  1 議会費 3,169,017 0.8 3,192,542 0.9 △ 23,525 △ 0.7

  2 総務費 55,901,404 14.8 46,883,398 12.9 9,018,006 0.05

  3 民生費 121,638,232 32.3 121,684,022 33.5 △ 45,790 0.0

  4 衛生費 27,623,573 7.3 25,937,347 7.1 1,686,226 6.5

  5 労働費 1,584,548 0.4 1,675,513 0.5 △ 90,965 △ 5.4

  6 農林水産業費 17,897,178 4.8 22,987,186 6.3 △ 5,090,008 △ 22.1

  7 商工費 13,093,110 3.5 14,123,538 3.9 △ 1,030,428 △ 7.3

  8 土木費 43,113,036 11.5 39,505,407 10.9 3,607,629 9.1

  9 消防費 14,202,065 3.8 13,067,433 3.6 1,134,632 8.7

 10 教育費 39,049,368 10.4 36,326,968 10.0 2,722,400 7.5

 11 災害復旧費 88,238 0.02 107,200 0.03 △ 18,962 △ 17.7

 12 公債費 37,255,216 9.9 37,134,505 10.2 120,711 0.3

 13 諸支出金 1,471,384 0.4 134,376 0.04 1,337,008 995.0

 14 予備費 276,600 0.1 277,300 0.1 △ 700 △ 0.3

計 376,362,969 100.0 363,036,735 100.0 13,326,234 3.7

 予算額(B) 構成比

 （単位：千円，％）

令和２年度 令和元年度 対 前 年 度 比

区分
 予算額(A) 構成比


